
令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金充当事業に係る効果検証
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事業費合計 交付金充当額

（単位/円） （単位/円）

1 防災対策事業 危機管理課

コロナ禍における自宅療養避難者専用避難所での感染予防及び健康観察の

ため、間仕切りテント・簡易ベッド・医療器具・防護服セット等の配備を行うもの
14,511,369 14,000,000 R4.4 R5.3 1.非常に効果的であった

コロナ感染拡大期における自宅療養避難者の避難体

制の確立ができたため。 感染対策施設数

2施設

間仕切りテント購入数

40台

2 電子計算組織運営事業 ICT推進課

コロナ禍における新たな日常に対応した社会活動を再開するために、市内13公

共施設に公衆無線LANの導入を行うもの
138,865,192 135,731,000 R4.4 R5.3 1.非常に効果的であった

オンラインや非接触のツールの活用が可能となる環境整

備を行ったことで、感染症の影響の軽減と施設利用者

の利便性向上の両立に繋がった。

導入施設数

　13施設

アクセスポイント設置台数

（全施設合計）

151台

接続件数 （全施設合計）16,397件

3
民間保育所等運営助成事業

（感染対策費用補助）
保育課

コロナ禍において、感染対策を取りながら運営を継続する市内の私立幼稚園に

対し、感染対策費用の補助を行うもの 1,800,000 1,700,000 R4.4 R5.3 1.非常に効果的であった

保育事業において、感染予防体制の強化につながった

ため。
補助支援施設数

6園

4 地域生活支援事業 障がい福祉課

障がい者施設で製造した菓子等を市のイベント等に活用するとともに、作業所

作成の壺花を市内公共施設に配置することで、新型コロナウイルス感染症の影

響により売上が減少している状況でも、障がい者の就労機会を維持できるよう

支援する。また、障がい者とのコミュニケーションを支援するため、医師会等に対し

口元が見えるマスクやコミュニケーションボードの配布を行うもの

9,297,720 9,000,000 R4.4 R5.3 1.非常に効果的であった

施設利用者の働く意欲を促進し、工賃の維持を図るこ

とができた。また、菓子や壺花を配布することで、市民に

対し、就労系の作業所の周知や障がいの理解を深める

ことにつなげることができたため。

市主催イベントでの授産品配布回数

70回

壺花配布対象施設

28施設

5 感染症等予防対策事業 健康増進センター

新型コロナのオミクロン株の感染流行を受けて、急増している自宅療養者等へ

の支援を行うため、継続して日用品等の配送を行うもの

16,044,878 15,500,000 R4.4 R5.3 1.非常に効果的であった

自宅療養で外出ができない世帯に対し、日用品、食料

品を配送することで、安心して療養生活をおくることがで

きる一助となったため。（生活必需品の買い物が可能

になったため、12月6日発送をもって終了。)

日用品配送世帯数

1771世帯
日用品配送対象者数 5231人

6 市民健康づくり事業 健康増進センター

コロナ禍で外出の機会が減少した高齢者を主な対象者として、市民の健康維

持を支援するために、ノルディックウォーク講習会の開催・貸出し用ポールの購入

や健康マイレージ歩数計の配布を行うもの
1,097,600 1,000,000 R4.4 R5.3 2.効果的であった

歩く動機付けを高める歩数計を配布し、体力に応じた

ウォーキングに取組めるノルディックウォークを紹介すること

で、感染を用心して外出や活動を控えている高齢者に

対し、屋外で安全かつ積極的に運動する方法と機会を

提供することができた。

歩数計の配布数

300個

講習会参加者数

97人
ポール貸出実績

111本

7 勤労者福祉事業 産業経済課

富士見市ふるさとハローワークにおいて、新型コロナウイルス感染症対策を講じな

がら快適な相談環境を提供するため、機械換気装置を導入するもの 399,300 300,000 R4.4 R5.3 2.効果的であった

機械換気装置を設置したことで、相談環境が改善さ

れ、快適な相談業務を行うことができるようになった
相談時における室内温度に

対するクレーム数 0件

8 商工業推進事業 産業経済課

新型コロナ禍において、事業回復の計画性があるとし新型コロナウイルス感染症

関連融資を受けることが出来た事業者に対し、事業継続を支援するための給

付金を支給するもの
54,904,725 53,300,000 R4.4 R5.3 2.効果的であった

実施後に行ったアンケート結果で、事業継続に役立ち、

満足（やや満足）だったとの回答が約77％あり、事業

目的が達成されたことが確認できた

支援した事業者数

485社

アンケート回答

「満足（やや満足）」の割合

77％

9 情報教育推進事業 教育政策課

新型コロナ禍において校内や教室内におけるソーシャルディスタンスを確保しつつ

国が推進するGIGAスクール構想の教育効果を最大限に発揮させるため、Wi-

Fiアクセスポイントの増強、教室数増加に伴うパソコン充電保管庫の増設、授

業用端末予備機への転用に伴う設定変更を行うもの

26,816,588 26,000,000 R4.4 R5.3 1.非常に効果的であった

Wi－Fiアクセスポイントの増強等により、学校のネット

ワーク環境が改善したことで、端末を活用した授業を円

滑に実施できるようになったため。
市内小中特別支援学校アクセスポイント増設数

23箇所

10
水道基本料金免除事業

（Ｒ4.9～12月分）

水道課

（予算は新コロ対策室）

新型コロナ禍において原油価格や物価高騰の影響を受けている市民や市内事

業者の負担軽減のため、令和4年9月～12月の水道基本料金を免除するも

の
236,368,099 223,300,000 R4.6 R5.3 1.非常に効果的であった

市民や市内事業者の負担軽減の支援となったため

免除件数　56,039件

（2調定合計112,078件）
免除金額　234,388,099円

11
区域外水道基本料金給付事業

（Ｒ4.9～12月相当分）

新型コロナウイルス感染症緊

急生活支援対策室

新型コロナ禍において原油価格や物価高騰の影響を受けている市民や市内事

業者の負担軽減のため、他自治体から給水を受けている市民や事業者に対

し、本市の水道基本料金相当額（令和4年9月～12月相当分）の給付を

行うもの

1,616,843 1,588,000 R4.6 R5.3 2.効果的であった

他自治体から給水を受けている市内の世帯、事業者な

どのうち、その自治体からの支援策の対象外となっている

世帯、事業者などに対し、同様の支援を行うことができ

たため。

区域外給水契約を結んでいる

市民・事業者の支援者数

351人

給付率　83.8％

12
学校教育支援事業

（Ｒ4.9・10月給食費無償化）
学校教育課

新型コロナ禍において原油価格や物価高騰の影響を受けている子育て世帯の

負担軽減のため、令和4年9・10月分の学校給食費無償化を行うもの 75,442,480 69,400,000 R4.6 R5.3 1.非常に効果的であった

子育て世帯の負担軽減に大きな効果が得られた。
市立学校に在籍する児童生徒保護者への

支援カバー率100％

令和4年9月無償化対応

児童生徒数8,282人

令和4年10月無償化対応

児童生徒数8,242人

13
学校教育支援事業

（林間学校・修学旅行キャンセル等補助）
学校教育課

新型コロナ等感染症の感染拡大や緊急事態宣言等の発令等により開催を中

止または内容変更した市内小中特別支援学校等の林間学校及び修学旅行

のキャンセル料等を補助するもの
3,200 3,000 R4.6 R5.3 2.効果的であった

キャンセル料が補助されたことで、保護者負担の軽減が

図れた。 支援保護者数

４人

14
民間保育所等運営助成事業

（エネルギー価格等高騰支援）
保育課

新型コロナ禍においてエネルギー価格等高騰の影響を受けている保育所等の負

担軽減のため、光熱費の価格上昇相当分の給付を行うもの 8,431,600 8,100,000 R4.12 R5.3 1.非常に効果的であった

市内保育事業者の事業継続の一助となったため。
補助支援施設数

40園

15
介護保険サービス事業所等運営安定化給付金支

給事業
高齢者福祉課

新型コロナ禍においてエネルギー価格等高騰の影響を受けている介護保険サー

ビス提供事業所等の負担軽減のため、光熱費の価格上昇相当分の給付を行

うもの
25,518,334 23,790,000 R4.12 R5.3 1.非常に効果的であった

エネルギー価格等高騰の影響を受けた介護保険サービ

ス提供事業所等の運営の安定化に資することができた

ため。

支援事業所数

107事業所

16
障がい福祉サービス事業所運営安定化給付金支

給事業
障がい福祉課

新型コロナ禍においてエネルギー価格等高騰の影響を受けている障害福祉サー

ビス事業所等の負担軽減のため、光熱費の価格上昇相当分の給付を行うもの
2,610,000 2,010,000 R4.12 R5.3 1.非常に効果的であった

給付金の支給により、物価高騰の影響を受けた市内事

業所の負担を軽減し、運営の安定化を図ることに協力

することができた。

支援事業所数

55事業所

17
区域外水道基本料金給付事業

（Ｒ5.1・2月相当分）

新型コロナウイルス感染症緊

急生活

支援対策室

新型コロナ禍において原油価格や物価高騰の影響を受けている市民や市内事

業者の負担軽減のため、他自治体から給水を受けている市民や事業者に対

し、本市の水道基本料金相当額（令和5年1・2月相当分）の給付を行うも

の

720,330 600,000 R4.12 R5.3 2.効果的であった

他自治体から給水を受けている市内の世帯、事業者な

どのうち、その自治体からの支援策の対象外となっている

世帯、事業者などに対し、同様の支援を行うことができ

たため。

区域外給水契約を結んでいる

市民・事業者の支援者数

351人

給付率　83.8％

18 農業生産資材価格高騰対策事業 農業振興課

新型コロナ禍において農業生産資材等の価格高騰の影響を受けている農業経

営者の負担軽減のため、令和3年度の農業収入額に応じた支援金の支給を

行うもの
12,300,000 11,900,000 R4.12 R5.3 1.非常に効果的であった

農業収入の減少が見られる中、農業経営者の負担軽

減と農業継続の一助となった。 支援した農業者数

146人

支給額

12,300,000円

19
水道基本料金免除事業

（Ｒ5.1・2月分）

水道課

（予算は新コロ対策室）

新型コロナ禍において原油価格や物価高騰の影響を受けている市民や市内事

業者の負担軽減のため、令和5年1・2月分の水道基本料金を免除するもの
117,494,168 103,800,000 R4.12 R5.3 1.非常に効果的であった

市民や市内事業者の負担軽減の支援となったため

免除件数(1調定分）

　55,560件
免除金額　116,724,168円

20
学校教育支援事業

（Ｒ5.1～3月給食費無償化）
学校教育課

新型コロナ禍において原油価格や物価高騰の影響を受けている子育て世帯の

負担軽減のため、令和5年1～3月分の学校給食費無償化を行うもの 110,905,940 103,728,000 R4.12 R5.3 1.非常に効果的であった

子育て世帯の負担軽減に大きな効果が得られた
市立学校に在籍する児童生徒保護者への支援カ

バー率100％

令和5年1月無償化対応

児童生徒数8,212人

令和5年2月無償化対応

児童生徒数8,232人

令和5年3月無償化対応

児童生徒数8,220人

21
情報教育推進事業

（GIGAスクール構想推進）
学校教育課

国が推進するGIGAスクール構想の教育効果を最大限に発揮させるため、ICT

支援員を各校に派遣し、教職員のICTスキルを向上させることで、コロナ禍にお

けるオンライン授業等の質を高めるもの
47,163,600 41,000,000 R4.4 R5.3 1.非常に効果的であった

ＩＣＴ教育の充実につながり、教員のスキルアップに大

きな効果があり、授業力の全体的な底上げが図れた。

市内小中特別支援学校へのICT支援員

派遣回数

小中学校4回／月

特別支援学校2回／月

対象となる小、中、特別支援学校の教職

員

532名

22
子ども・子育て支援交付金

（国庫補助裏分）
保育課

放課後児童クラブ等における新型コロナウイルス感染拡大防止対策物品の購

入及び補助を行うもの 2,462,000 1,500,000 R4.4 R5.3 1.非常に効果的であった

放課後児童クラブ等において、感染予防体制の強化に

つながったため。 補助支援施設数9園

（保育施設のみ対象）

定量的評価④実施計画 事業№ 交付対象事業の名称 所管課所名 事業概要 事業始期 事業終期 定性的評価 左欄と評価した理由 定量的評価① 定量的評価② 定量的評価③



23
保育対策総合支援事業費補助金[新型コロナウイ

ルス感染症対策支援]（国庫補助裏分）
保育課

保育施設における新型コロナウイルス感染拡大防止対策物品の購入及び補助

を行うもの
3,775,000 1,800,000 R4.4 R5.3 1.非常に効果的であった

保育事業において、感染予防体制の強化につながった

ため。 補助支援施設数

12園

24
保育対策総合支援事業費補助金[感染症対策

のための改修整備等]（国庫補助裏分）
保育課

保育施設における新型コロナウイルス感染拡大防止対策のための簡易な改修

に対する補助を行うもの 1,029,000 600,000 R4.4 R5.3 1.非常に効果的であった

保育事業において、感染予防体制の強化につながった

ため。 補助支援施設数

１園

909,577,966 849,650,000


